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 ［緊急助成］ 新型コロナウイルスの影響を受ける住民参加型在宅福祉サービス支援助成 募集要項 

 

助成テーマ 

コロナ禍での住民参加型在宅福祉サービスの新たな取り組み支援事業 
 

応募期間：２０２１年５月２４日（月）～６月４日（金）必着 

１．助成の背景 

世界で流行する新型コロナウイルスの影響は、日本各地で活動するＮＰＯにも大きな影響を

及ぼしています。特に超高齢化社会の中、高齢者等の生活に対して住民が主体となり、さま

ざまな生活課題の解決に取り組む「住民参加型在宅福祉サービス」にも影響がでています。 

感染の回避のためにサービスの利用を止める方の増加により、事業の縮小、収入の減少、感

染予防のコスト増など、長期化にともない組織存続の危機に陥っている団体もあります。 

在宅で生活する高齢者等は、住み慣れた地域で継続した生活を送るには、柔軟できめ細やか

なサービスが必要不可欠であり、それらに取り組む住民が主体となった団体の活動を絶やさ

ないことが大切だと考えています。 

 

２．助成の趣旨 

本プログラムは、武田薬品工業株式会社の支援を受けて、Withコロナ時代に合わせた取り組

みを展開する住民参加型在宅福祉サービス団体に対して日本ＮＰＯセンターが助成する事業

です。コロナ禍ゆえに必要になる、新たな取り組みの整備や実施する事業に助成して団体の

日常活動を支援すると共に、その成果を全国の団体に共有し、全国的に広がることを期待し

て応援するものです。 

 

３．助成の対象となる取り組み 

対象となる取り組みは、高齢者等の在宅福祉サービス活動に取り組む、住民参加型の団体（介護保険

事業以外の取り組みを行う団体）で、以下の取り組みを助成対象とします。 

 

①コロナによる影響下において、高齢者等に向けた、新たな活動にチャレンジする内容であること。 

②コロナ禍の影響に対応するために、既存の取り組みを発展させる取り組み内容であること。 

 

４．助成の対象となる団体 

助成の対象となる団体は、以下の要件を満たすこととします。 

(1) 住民参加型在宅福祉サービスを実践し介護保険事業以外の自発的な取り組みを行っている団体。 

(2) 新型コロナウイルス感染拡大の影響で、事業の停止、収入の減少、対応コストの増加等の財政的

な影響を受けている団体。 

(3) 住民参加型在宅福祉サービス全国連絡会の幹事団体に推薦された団体。（幹事団体の自薦も含む） 
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５．助成金・助成期間 

(1) 助成金額 

1 件の助成金額は 50万～100 万円の範囲以内。助成総額は 800 万円程度、10 件前後の助成を予定。 

※審査の結果、助成金額や使途について変更していただく場合があります。 

(2) 助成金の対象となる費目 

応募団体の新たな取り組みに必要な経費を対象とします。 

対象となる主

な経費 

新たな取り組みに関わる費用。 

例）謝金、実費交通費、会場費、感染防止対策費、など取り組みに必要な経費 

対象とならな

い主な経費 

固定の人件費や賞与、通勤交通費、事務所家賃、水道光熱費、リース代、保険料、

税金等 将来的に一部でも返還される可能性がある費用、および飲食費 

(3) 助成期間 

2021年 7月 1日から 2022年 1月 31日までの 7か月間。 

 

６．応募方法 

 本助成事業は、住民参加型在宅福祉サービス全国連絡会の推薦を受けた団体のみが応募できます。

自薦及び推薦された団体は、募集要項を熟読いただき助成支援が必要かどうかの有無を検討いただ

き、応募の際は企画提案書に必要事項を記入のうえ、電子メールにて助成事務局にご提出ください。 

※応募期間：２０２１年５月２４日（月）～６月４日（金）必着 

 

７．審査の流れと審査基準 

審査委員会による審査を経て、6 月下旬までに助成先を決定します。 

審査基準は、「４．助成の対象となる団体」の要件を満たした上で、「３．助成の対象となる取り組み」

の①あるいは②の条件を満たす新たな取り組みであるかどうか等について審査します。 

※なお、審査段階で団体の定款や規約、役員名簿、事業報告書、収支報告書等の提出をお願いする場

合があります。また、必要に応じて問い合わせや追加インタビューをする場合もあります。 

８．助成手続など 

個人情報 ご提供頂いた個人情報は本プログラムの審査・運営の目的以外に使用しません。 

選考結果公表 
助成が決定した団体の名称、代表者名、活動地域（都道府県・市町村名）、テーマ、

助成金額をウェブサイトや広報資料で公表します。 

助成金振込 助成決定後、1ヶ月以内に振り込みます。 

インタビュー・

報告書 

助成開始後は必要に応じて、団体インタビューを行う予定です。また、完了報告書

を 2022年 2 月末までにご提出頂きます。 

 

９．応募先・問い合わせ先（助成事務局） ※恐れ入りますが、お問い合わせはメールにてお知らせください。 

認定特定非営利活動法人日本ＮＰＯセンター 担当：千代木（ちよき） 

電子メールアドレス：jumin_sanka@jnpoc.ne.jp （※juminの後はアンダーバー_です。） 


